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政府・民主党 23日の閣議決定断念


民主党は22日夕、社会保障と税の一体改革に関する政策調査会の合同会議を衆院議員会館で開き、消費増税関連法案の事前審査を続行する。執行部は了承取り付けを急ぐが、反対派は修正案の景気条項に具体的な数値目標が盛り込まれなかったことに反発しており、調整は難航必至。政府・民主党は、当初目指していた23日の閣議決定を断念し、決着を来週以降に先送りすることを決めた。


【時事通信 ３月22日(木)10時27分配信】
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各界連　21日の議員要請行動に183人参加


以下、議員要請行動の特徴です。


・「消費税を中小業者が転嫁できていないことは問題」（民主・平智之衆院議員の秘書）


・「私どもは（消費税増税に）反対。本質的な議論をしていない」（民主・黒田雄衆院議員の秘書）


・「消費税増税は慎重に考える立場。日本は中小業者が大半。復興なくして再生なし。中小業者が打撃を受けるので、現状のままでは消費税を上げることには慎重」（民主・小林興起衆院議員の秘書）





【業界別　消費税の実態告発】


～消費税が病院経営をつぶす～


消費税率10％への増税が実施されると、病院など医療機関の経営が破たんするとの批判が高まっています。


　保険診療は非課税のため病院などの医療機関は患者から消費税を受け取ることはできません。しかし、病院が薬品や医療機器を購入する「支出（仕入）」には消費税がかかるため「損税」が発生します。


このため厚生労働省は、消費税導入時には消費税分として診療報酬を0.76%、消費税を５％に増税した時には同じく0.77%相当分を引き上げる診療報酬改定を行っています。


しかし、その後1998年度から2006年度までの社会保険診療報酬改定で7.96%の減額改定が行われたため、加算補てんの効果は事実上帳消しになっています。業界全体では「年間約2600億円の損税」が生じていると言われています。


一方、自動車など輸出大企業は上位10社だけで年間8698億円の「輸出戻し税」で消費税を実質負担しない仕組みができています。


政府・民主党が「社会保障と税の一体改革」で、医療・介護などの社会保障分野の財源とすることを口実にする消費税増税が、輸出大企業には濡れ手に粟の儲けをもたらす一方、医療・社会保障分野の担い手を窮地に追込むのは「本末転倒ではないか」という声があがるのは当然です。








このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。











「消費税を考える国民会議」設立総会を開催


ＮＨＫ・ＮＥＷＳwebによると、消費税率の引き上げに慎重な民主党などの国会議員や、業界団体の代表らで作る「消費税を考える国民会議」の設立総会が開かれ、消費税率を引き上げるための法案の成立を阻止することを目指して、活動していく方針を確認しました。�　この中で、会長に就任した日本チェーンストア協会の清水信次会長は「デフレを脱却できないときに、消費税を上げるのは逆で、減税して景気をよくしてからやるというのが、古来からの鉄則だ。被災地の救済はほったらかしで、消費税を上げるのは、順序が違う」と述べました。






























































































































































